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そ

業づくりを推進しまし

の

た。また、ＩＳＯ
以外

他

の他の環境マネジメン

　

トシステムも含め、認

】

証取得補助として６件

【

の補助金を交付し中小

協

企業の活性化を図りま

働

した。

Ａ：成果があが

：

った

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

環境

種

にやさしい企業づくり

類

促進事業

経済部　産業

ハ

振興課

01－0701 ー02－190000 ○ ド ●

03 基本目標３　　

ソ

人と自然が調和した、

フ

やすらぎのあるまち
総

ト

合計画の
03 ③〈循環

根

型社会〉　循環型社会

拠

をめざして環境負荷の

法

少ない暮らし方を定着

令

させる
位置付け

01 1

等

 環境に配慮した事業

対

活動・暮らしのしくみ

象

をつくる

平塚市環境共

・

生型企業懇話会開催要

受

領、平塚市中小企業I

益

SO等認証取得補助金

者

交付要綱

市内企業

□ □

事

□ □

環境に配慮した企

業

業づくりを進めること

期

により、環境負荷が軽

間

環境にやさしい企業づ

委

くりを推進するため、

託

企業間の交流や環
減さ

、

れ、企業の活性化が図

協

られています。 境に配

働

慮した製品の研究など

【

を協議する環境共生型

委

企業懇話会
及び環境フ

託

ェアを開催します。ま

：

た、企業のＩＳＯ等の

3

認証取
得を支援します

セ

。

環境懇話会開催回数

ク

回

－

5 5 5 5 5 5

5 5

・

環境懇話会参加者数 人

財

－

100 100 110

団

110 110 110

8

企

0 102

①：予定どお

業

り

環境共生型企業懇話

Ｎ

会を計画どおり開催し

Ｐ

、企業間の情報交換に

Ｏ

努め環境にやさしい企
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位

の助成 の助成 の助成 の

施

助成

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 2,389 1,34

貢

6 1,544 1,54

献

4 1,544 1,54

高

4

0 2,389 1,3

市

46 1,544 1,5

民

44 1,544 1,5

満

44

－ － －

0.00 0

足

.35 0.35 0.3

度

5 0.35 0.35 0

を

.35

0.00 0.0

高

0 0.00 0.00 0

め

.00 0.00 0.0

る

0

0 2,937 2,9

方

37 2,925 2,9

策

25 2,925 2,9

業

25

0 5,326 4,

有

283 4,469 4,

効

469 4,469 4,

性

469

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

継

環境にやさしい企業づ

続

くり促進事業は、企業

に

活動及び環境負荷の軽

よ

減に重要であるため、

る

現状の規模で継続しま

成

す。

環境共生型企業懇

果

話会等を計画どおり開

向

催し、企業間の情報交

上

換に努めるとともに、

の

ＩＳＯ等の認証取得支

可

援を行い、環境にや
さ

能

しい企業づくりを推進

性

します。

環境負荷の軽

低

減、地球温暖化防止の

そ

ためにも環境にやさ
し

の

い企業づくりの推進は

他

重要視されており、環

事

境に配慮
した製品の研

業

究などを協議する環境

の

共生型企業懇話会の
開

目

催や企業のＩＳＯ等の

的

認証取得の支援は必要

､

であるた
め、この事業

対

は継続していきます。

象

しかし、環境部の事
業

､

と重複する部分もある

内

ので、今後も、環境部

容

と連携又
は協議する必

分

要があると考えていま

高

す。

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

環境共生都市を目指し

出

ている市の事業の一環

総

として、環
●■ 境にや

合

さしい企業づくりの必

評

要性は高いです

■ ○
□

価

□ 継続することにより

市

、環境負荷の軽減につ

民

ながるため、
●□ 有効

ニ

性は高いです。

■ ○
□

ー

■ 企業が地域で事業活

ズ

動を行っていく上で環

高

境的側面から
●

■ の活

事

動は必要な事業であり

業

、その活動を支援する

目

ことへ
○

□ の妥当性は

的

高いです。
○

□
□ 環境

の

共生型企業懇話会は、

達

ISO取得企業が中心

成

となって
●

□ 自発的に

状

設置運営されているた

況

め、効率性は高いです

必

。
○

■
○

□

懇話会への

要

参加企業の拡大及びI

性

SO等の環境マネージ

市

メントシステムの取得

の

支援については、引き

関

続き周知を図っていく

与

必要が
あります。

懇話

の

会・環境フェ懇話会・

必

環境フェ懇話会・環境

要

フェ懇話会・環境フェ

性

懇話会・環境フェ懇話

低

会・環境フェ

アの開催

事

、取得費アの開催、取

そ

得費アの開催、取得費

の

アの開催、取得費アの

他

開催、取得費アの開催

上

、取得費

の助成 の助成
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

環境共生型企業懇話会を計画どおり 環境共生型企業懇話会を計画どおり
開催し、企業間の情報交換に努め環 開催し、企業間の情報交換に努め環
境にやさしい企業づくりを推進した 境にやさしい企業づくりを推進しま
。また、ISO以外の他の環境マネジ した。また、ＩＳＯ以外の他の環境
メントシステムへも対象範囲を拡大 マネジメントシステムも含め、認証
し、認証取得補助として９件の補助 取得補助として６件の補

５

助金を交付
金を交付し

.

中小企業の活性化を図

事

っ し中小企業の活性化

業

を図りました。
た。

懇

展

話会への参加企業の拡

開

大、またIS 懇話会へ

の

の参加企業の拡大及び

経

ISO
O以外の他の環

緯

境マネジメントシス 等

平

の環境マネージメント

成

システムの
テムにも補

1

助対象を拡大したため

8

制 取得支援については

年

、引き続き周知
度の周

度

知に取り組む必要があ

事

る。 を図っていく必要

業

があります。

－ 現状の

分

規模で継続 現状の規模

平

で継続

環境共生型企業

成

懇話会等を計画どお 環

1

境共生型企業懇話会等

9

を計画どお
り開催し、

年

企業間の情報交換に努

度

め り開催し、企業間の

事

情報交換に努め
るとと

業

もに、ＩＳＯ等の認証

分

取得支 るとともに、Ｉ

平

ＳＯ等の認証取得支
援

成

を行い、環境にやさし

2

い企業づく 援を行い、

0

環境にやさしい企業づ

年

く
りを推進する。 りを

度

推進します。

－ 実施計

事

画事業 実施計画事業

業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

とも
に、「環境測定レ

の

ポート」を発行し、測

他

定結果を公表したこと

　

により、環境保全を推

】

進することができまし

【

た。

Ｂ：おおむね成果

協

があがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

環境

種

情報提供事業

環境部　

類

環境保全課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

03 基本目標３

ド

　　人と自然が調和し

ソ

た、やすらぎのあるま

フ

ち
総合計画の

03 ③〈

ト

循環型社会〉　循環型

根

社会をめざして環境負

拠

荷の少ない暮らし方を

法

定着させる
位置付け

0

令

1 1 環境に配慮した

等

事業活動・暮らしのし

対

くみをつくる

市民、事象 業者

□ □ □ □

市民及び

・

事業者が環境保全に関

受

する情報を認識し、公

益

害の未然 環境保全を推

者

進するため、ホームペ

事

ージから大気汚染・気

業

象観
防止に向けて取り

期

組んでいます。 測のリ

間

アルタイムデータ並び

委

に環境情報を提供する

託

とともに、
「環境測定

、

レポート」を発行し、

協

測定結果を公表します

働

。

ホームページ更新回

【

数 回

－

20 20 20 2

委

0 20 20

19 19

ホ

託

ームページアクセス件

：

数 件

環境保全に関する

3

情報関心度を確認

9,

セ

000 9,000 9,

ク

000 9,000 9,

・

000 9,000

8,

財

386 7,701

①：

団

予定どおり

環境保全を

企

推進するため、課ホー

業

ムページから大気汚染

Ｎ

・気象観測のリアルタ

Ｐ

イムデータ並びに環境

Ｏ

関連情報を提供すると
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位

34 0.34 0.34

施

0.34

0.00 0.

策

00 0.00 0.00

へ

0.00 0.00 0.

の

00

0 5,035 5,

貢

035 2,842 2,

献

842 2,842 2,

高

842

0 5,035 5

市

,035 2,842 2

民

,842 2,842 2

満

,842

● ○ ○ ○ ○ ○

足

○

ホームページや「環

度

境測定レポート」を中

を

心に、環境情報の提供

高

を引き続き行っていき

め

ます。

市民が必要とし

る

ている環境情報の提供

方

方法や内容を検討して

策

いきます。

リアルタイ

業

ムな環境情報をスピー

有

ディーに提供するため

効

、その情報伝達手段の

性

改善は急務と考えてい

継

ます。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

環境への関心が高まっ

出

ている中で、市民や事

総

業者に対し
●■ て環境

合

情報を提供する必要性

評

は高くなっています。

価

■ ○
□
□ 環境への関心

市

が高まっている中で、

民

市民や事業者に環境
●

ニ

■ 情報を提供すること

ー

により、環境保全に対

ズ

する認識を高

■ め、公

高

害のない住みよいまち

事

づくりに寄与していま

業

す。 ○
□
■ ホームペー

目

ジや「環境測定レポー

的

ト」を通じ、環境情報

の

○
■ が市民に提供され

達

ています。また「環境

成

測定レポート」
●

□ は

状

受益者の負担として５

況

００円で販売していま

必

す。
○

□
□ 事業費は人

要

件費のみであり、削減

性

は難しくなっています

市

○
■ 。

●
□

○
□

市民が

の

必要としている環境情

関

報の提供方法や内容を

与

検討していきます。

環

の

境情報の提供 環境情報

必

の提供 環境情報の提供

要

環境情報の提供 環境情

性

報の提供 環境情報の提

低

供

0 0 0 0 0 0 0

0 0

事

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

そ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

他

0 0 0

－ － －

0.00

上

0.60 0.60 0.



9 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

環境保全を推進するため、課ホーム 環境保全を推進するため、課ホーム
ページから大気汚染・気象観測のリ ページから大気汚染・気象観測のリ
アルタイムデータ並びに環境関連情 アルタイムデータ並びに環境関連情
報を提供するとともに、「環境測定 報を提供するとともに、「環境測定
レポート」を発行し、測定結果を公 レポート」を発行し、測定結果を公
表したことにより、環境保全を推進 表したことにより、環境保

５

全を推進
することがで

.

きた。 することができ

事

ました。

市民が必要と

業

している環境情報の提

展

市民が必要としている

開

環境情報の提
供方法や

の

内容を検討する。 供方

経

法や内容を検討してい

緯

きます。

－ 現状の規模

平

で継続 現状の規模で継

成

続

市民が必要としてい

1

る環境情報の提 市民が

8

必要としている環境情

年

報の提
供方法や内容を

度

検討する。 供方法や内

事

容を検討していきます

業

。

－ 実施計画事業 実施

分

計画事業

平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

100 100 100 1

の

00

100 100

河川

他

ＢＯＤ環境基準適合率

　

％

環境基準未指定河川

】

等を含む。

83 83 8

【

6 87 87 87

80 8

協

7

①：予定どおり

大気

働

汚染・水質汚濁・土壌

：

汚染・騒音等の防止の

】

ための分析調査や測定

目

を行うとともに、公害

的

関係法令や神奈川県生

・

活環境の保
全等に関す

目

る条例に基づく届出事

標

業所への指導を行い、

事

環境保全を推進するこ

業

とができました。

Ａ：

の

成果があがった

概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

大気

種

・土壌汚染、水質汚濁

類

、騒音防止体制強化事

ハ

業

環境部　環境保全課

ー01－040104－ ド100000 ○ ●

03

ソ

基本目標３　　人と自

フ

然が調和した、やすら

ト

ぎのあるまち
総合計画

根

の
03 ③〈循環型社会

拠

〉　循環型社会をめざ

法

して環境負荷の少ない

令

暮らし方を定着させる

等

位置付け
01 1 環境

対

に配慮した事業活動・

象

暮らしのしくみをつく

・

る

大気汚染防止法、水

受

質汚濁防止法、土壌汚

益

染対策法、神奈川県生

者

活環境の保全等に関す

事

る条例等

市民、事業者 業

□ □ □ □

事業者が環境

期

監視法令を遵守するこ

間

とにより、公害発生が

委

未然 大気、土壌汚染防

託

止や水質汚濁防止のた

、

め、分析調査並びに騒

協

に防がれ、市民の健康

働

・生活環境が守られて

【

います。 音調査を行う

委

とともに、公害関係法

託

令に基づく届出事業所

：

の指
導を実施します。

3

大気・河川・地下水・

セ

土壌分析調査、自動車

ク

騒音調査等回数 回

－

5

・

90 590 590 59

財

0 590 590

663

団

609

事業所立入調査

企

箇所数 箇所

－

350 3

業

55 360 360 36

Ｎ

0 360

330 324

Ｐ

二酸化窒素環境基準適

Ｏ

合率 ％

－

100 100
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位

調査、指導など 調査、

施

指導等 調査、指導等 調

策

査、指導等

0 0 0 0 0

へ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

貢

0 0 0

0 40,425

献

40,333 33,6

高

83 33,683 33

市

,683 33,683

民

0 40,425 40,

満

333 33,683 3

足

3,683 33,68

度

3 33,683

－ － －

を

0.00 9.48 9.

高

48 8.12 8.12

め

8.12 8.12

0.

る

00 0.00 0.00

方

0.00 0.00 0.

策

00 0.00

0 79,

業

547 79,547 6

有

7,851 67,85

効

1 67,851 67,

性

851

0 119,97

継

2 119,880 10

続

1,534 101,5

に

34 101,534 1

よ

01,534

● ○ ○ ○

る

○ ○ ○

大気汚染防止法

成

の政令市、また特例市

果

として委譲された権限

向

を執行するため、調査

上

分析、事業所指導を引

の

き続き実施していきま

可

す。

法令等に基づき実

能

施されるもので、融通

性

性は乏しいですが、測

低

定地点や項目等の妥当

そ

性を検討していきます

の

。

事業内容が法や条例

他

の執行内容であり、今

事

後、法や条例
の追加等

業

も予想されているため

の

、適切に対応していき

目

ま
す。

的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

法令等に基づく調査、

出

測定及び事業所への指

総

導に関する
●□ 事業で

合

あり、市が実施する必

評

要性が高くなっていま

価

す。

■ ○
□
■ 市民が暮

市

らしやすい生活環境を

民

維持していくためにも

ニ

公
●■ 害関係法令等に

ー

基づく調査、測定及び

ズ

事業所への指導を

■ 継

高

続して実施することが

事

有効です。 ○
□
■ この

業

事業は公害関係法令等

目

に基づき実施されるも

的

のであ
●

□ り、適正に

の

実施されています。
○

達

□
○

□
□ 法令等に基づ

成

き市が実施すべきもの

状

であり、事業の融通
○

況

□ 性は乏しくなってい

必

ますが、調査方法等の

要

改善を図って
●

□ いま

性

す。
○

■

この事業は主

市

に環境関連法令に基づ

の

き、市が実施しなけれ

関

ばならないものとなっ

与

ています。したがって

の

、事業の実施に当たり

必

融
通性は乏しく、コス

要

トの削減の可能性は低

性

くなっています。

環境

低

保全のための環境保全

事

のための環境保全のた

そ

めの環境保全のための

の

環境保全のための環境

他

保全のための

調査、指

上

導など 調査、指導など
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒 大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒
音等の防止のための分析調査や測定 音等の防止のための分析調査や測定
を行うとともに、公害関係法令や神 を行うとともに、公害関係法令や神
奈川県生活環境の保全等に関する条 奈川県生活環境の保全等に関する条
例に基づく届出事業所への指導を行 例に基づく届出事業所への指導を行
った。なお、平成１９年度は計画調 い、環境保全を推進することができ

５

査以外にも「ベンゼン

.

等揮発性有機 ました。

事

化合物（ＶＯＣｓ）調

業

査」等の環境
調査を実

展

施した。これらにより

開

環境
保全を推進するこ

の

とができた。

この事業

経

は主に法令に基づき、

緯

市が この事業は主に環

平

境関連法令に基づ
実施

成

しなければならないも

1

のであり き、市が実施

8

しなければならないも

年

、事業の実施に当たり

度

融通性は乏し のとなっ

事

ています。したがって

業

、事
く、コストの削減

分

の可能性は低いと 業の

平

実施に当たり融通性は

成

乏しく、
思われる。 コ

1

ストの削減の可能性は

9

低くなって
います。

－

年

現状の規模で継続 現状

度

の規模で継続

法令等に

事

基づき実施されるもの

業

であ 法令等に基づき実

分

施されるもので、
り、

平

融通性は乏しいが、測

成

定地点や 融通性は乏し

2

いですが、測定地点や

0

項目等の妥当性を検討

年

していく。 項目等の妥

度

当性を検討していきま

事

す
。

－ 実施計画事業 実

業

施計画事業

分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



10

Ｏ

７回。

Ｂ：おおむね成

そ

果があがった

の他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

不

業

法投棄防止対策事業

　

種

環境部　環境業務課

0 類1－040202－9 ハ70000 ○ ●

03 基

ー

本目標３　　人と自然

ド

が調和した、やすらぎ

ソ

のあるまち
総合計画の

フ

03 ③〈循環型社会〉

ト

　循環型社会をめざし

根

て環境負荷の少ない暮

拠

らし方を定着させる
位

法

置付け
01 1 環境に

令

配慮した事業活動・暮

等

らしのしくみをつくる

対

　廃棄物の処理及び清

象

掃に関する法律

市民

□

・

□ □ □

　不法投棄をし

受

ない、させない地域環

益

境づくりに向け、市民

者

と 　自然環境と生活環

事

境を保全するため、巡

業

回パトロール、看板
共

期

に取り組んでいます。

間

の設置、広報などによ

委

り不法投棄の防止対策

託

を進めます。

　パトロ

、

ール回数 回

－

45 45

協

45 45 45 45

43

働

57

不法投棄物回収件

【

数 件

－

200 190 1

委

80 180 180 18

託

0

215 237

①：予

：

定どおり

　不法投棄に

3

ついては、防止対策に

セ

努める一方、公共性の

ク

ある場所については収

・

集運搬処分することに

財

より、市民の生活環境

団

の
保全を推進すること

企

が出来ました。
　調査

業

４０件、通報１０件、

Ｎ

回収２３７件、２６ｔ

Ｐ

を回収、パトロール５
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上

啓発の設置による啓発

位

など など など 等 等 等

0

施

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

貢

0

－ － －

0.00 0.

献

77 0.77 0.77

高

0.77 0.77 0.

市

77

0.00 0.00

民

0.00 0.00 0.

満

00 0.00 0.00

足

0 6,462 6,46

度

2 6,435 6,43

を

5 6,435 6,43

高

5

0 6,462 6,4

め

62 6,435 6,4

る

35 6,435 6,4

方

35

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

　

策

不法投棄は犯罪であり

業

、「許さない」という

有

立場で、警察の力も借

効

りながら対応していく

性

必要があります。
　

　

継

市民・団体等とのパト

続

ロール体制づくりと実

に

施、看板の設置による

よ

啓発を行うとともに、

る

不法投棄物の回収及び

成

投棄者の調査
を強化し

果

ます。

　市民、団体等

向

公共施設管理者との連

上

携やパトロール体
制づ

の

くりを進めていきます

可

。

能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 　市民生活に直接影

抽

響を与える問題であり

出

、必要性が高
●■ い。

総

■ ○
□
□ 　パトロール

合

をし、不法投棄があれ

評

ば直ちに回収して拡
●

価

■ 大を防いでいるのが

市

現状であり、継続して

民

実施してこそ

■ 有効で

ニ

ある。　 ○
□
■ 　不法

ー

投棄の抑制は、パトロ

ズ

ールと平行して、啓発

高

が必
○

□ 要である。ま

事

た、投棄があれば、回

業

収することも有効な
●

目

□ 手段であり、業務と

的

しての人員配置は必要

の

である。
○

□
■ 　不法

達

投棄を無くすには、行

成

政だけでなく、自治会

状

を始
○

□ め地域住民や

況

土地所有者との協働は

必

不可欠である。
●

□
○

要

□

　市民、団体等との

性

パトロール体制づくり

市

と実施、看板の設置に

の

よる啓発を行うととも

関

に、不法投棄物の回収

与

及び人員の確保が
課題

の

である。

パトロール、

必

看板パトロール、看板

要

パトロール、看板パト

性

ロール、看板パトロー

低

ル、看板パトロール、

事

看板

の設置による啓発

そ

の設置による啓発の設

の

置による啓発の設置に

他

よる啓発の設置による
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｂ：おおむ

頁

ね成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

不法投棄については、防止対策に努 　不法投棄については、防止対策に
める一方、公共性のある場所につい 努める一方、公共性のある場所につ
ては収集運搬処分することにより、 いては収集運搬処分することにより
市民の生活環境の保全を推進するこ 、市民の生活環境の保全を推進する
とができた。 ことが出来ました。

　調査４０件、通報１０件、回収２
３７件、２６ｔを回収、パトロール
５７回。

パトロール体制づくりと実施、看板 　市

５

民、団体等とのパトロ

.

ール体制
の設置による

事

啓発を行うとともに、

業

づくりと実施、看板の

展

設置による啓
不法投棄

開

物の回収及び人員の確

の

保が 発を行うとともに

経

、不法投棄物の回
課題

緯

である。 収及び人員の

平

確保が課題である。

－

成

現状の規模で継続 現状

1

の規模で継続

パトロー

8

ル体制づくりと実施、

年

看板 　市民・団体等と

度

のパトロール体制
の設

事

置による啓発を行うと

業

ともに、 づくりと実施

分

、看板の設置による啓

平

不法投棄物の回収及び

成

投棄者の調査 発を行う

1

とともに、不法投棄物

9

の回
を強化する。 収及

年

び投棄者の調査を強化

度

します。

－ 実施計画事

事

業 実施計画事業

業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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